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◇ 予算編成の基本的な考え方

国の動向
 国においては，「経済あっての財政」の考え方を基本に，経済安全保障などの様々なリスク
や社会課題に対する戦略的な投資を，力強い経済成長につなげ，税収の増加を通じて，更なる
投資を可能とする「投資と成長の好循環」を生み出していくとしている。
 また，債務残高の伸び率を成長率の範囲内に抑え，政府債務残高の対ＧＤＰ比を引き下げて
いくことにより，財政の持続可能性を実現し，「責任ある積極財政」の下での「強い経済」の
実現を目指している。

本市の状況
 給与所得の上昇により個人市民税が引き続き増加するなど，市税収入が初めて１，０００億
円台に到達し，過去最大を更新すると見込んでおり，本市経済は着実に成長している状況にあ
る。
 一方で，国内ではエネルギー価格や労務費などコスト上昇に伴う適切な価格転嫁が進んでお
り，物件費や補助費などが増加する見込みである。また，保育士等の処遇改善や福祉サービス
の充実により，扶助費が大幅に増加する見込みである。
 このような中，５０年先，１００年先も発展し続ける都市を実現するため，「財源確保の徹
底」や「行政資源配分の最適化」，「行政経営基盤の強化」のための取組を強力に推進しなが
ら，物価高騰などに適切に対応するとともに，将来にわたって成長力を確保できるよう，「未
来への投資」に積極的に取り組んでいく必要がある。

1



◇ 予算編成の基本的な考え方

「持続可能な財政構造」を

確立するための取組を

強力に推進しながら，

新たな交流や投資を一層促進し，

地域全体で「稼ぐ力」を高める

取組などに優先化・重点化を

図ることにより，

夢や希望がかなうまち

「スーパースマートシティ」の

具現化を着実に推進する予算
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◇ 予算の規模

会 計 名
令 和 ８ 年 度
当 初 予 算

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算

増 減 増 減 比

一 般 会 計 246,550,000 千円 240,630,000 千円 5,920,000 千円 ＋ 2.5 ％

特 別 会 計
（ １ ０ 会 計 ） 133,644,733 千円 128,475,423 千円 5,169,310 千円 ＋ 4.0 ％

企 業 会 計
（ ３ 会 計 ） 61,263,439 千円 57,192,978 千円 4,070,461 千円 ＋ 7.1 ％

合 計 441,458,172 千円 426,298,401 千円 15,159,771 千円 ＋ 3.6 ％

❏ 一般会計
・ 保育施設への給付費の増，障がい者自立支援費の増などに伴う扶助費の増（前年度比 ＋29億円
余）

・ 小中学校における給食費支援の拡充，維持管理経費の増による下水道事業会計への負担金の増
などに伴う補助費等の増（前年度比 ＋19億円余）

・ 給与改定に伴う職員給与費の増，定年引上げに伴う退職手当の増による人件費の増（前年度比
＋13億円余）

❏ 特別会計
・ 車券発売収入の増などに伴う競輪特別会計の増（前年度比 ＋23億円余）

❏ 企業会計
・ 老朽下水道管の改築・更新などに伴う下水道事業会計の増（前年度比 ＋23億円余）

過去最大（３年連続）
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４安全・安心なまちづくりの推進

３地域共生社会・地域経済循環社会・脱炭素社会の３つの社会の創出

５魅力ある都市空間の形成と交通ネットワークの充実・強化

◇ 予算の特徴

２多様な｢人｣の呼び込みと，まちづくりの担い手としての活躍の促進

６デジタル技術の利活用の促進

７行政経営基盤の強化

１物価高騰への対応

4



◇ 予算の特徴

 市立小中学校の給食費の更なる負担軽減
・小学校：子ども１人あたり5,200円/月の支援（3,200円/月の増）
・中学校：子ども１人あたり5,900円/月の支援（3,900円/月の増）

 保育施設等の給食費への支援の継続
・子ども１人あたり2,000円/月の支援

１物価高騰への対応

 国の重点支援地方交付金を活用した
物価高騰対策給付金給付事業の実施
・国が示す負担軽減規模を上回る市民１人あたり5,000円の給付金を支給

・令和8年5月下旬から順次支給開始

令和7年度3月補正予算：約29億円

令和8年度当初予算：約24億円
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◇ 予算の特徴

 市立小中学校等の給食費への支援
［再掲］
・小学校 ：子ども１人あたり5,200円/月の支援

（3,200円/月の増）
・中学校 ：子ども１人あたり5,900円/月の支援

（3,900円/月の増）
・保育施設等：子ども１人あたり2,000円/月の支援

２多様な｢人｣の呼び込みと，まちづくりの担い手としての活躍の促進

小学校における給食の様子

約616億円（前年度比＋約41億円）子育て負担の軽減

 全天候型子どもの活動の場の整備
・田原コミュニティプラザを改修し
令和９年度の供用開始を目指す

子育て環境の充実

 小中学校の校舎・体育館の長寿命化
・西原小学校校舎長寿命化改修工事など

 こども誰でも通園制度の本格実施

全天候型子どもの活動の場（宮城県白石市の例）
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 あらゆる分野における女性活躍のための
個人・企業・団体等の
ネットワークづくりの充実

◇ 予算の特徴

北西部地域体育施設の整備イメージ

グループワークを通したネットワークづくりの様子

女性や高齢者の活躍推進

 民間活力を活用した
北西部地域体育施設の整備
（令和9年度供用開始予定）

スポーツ活動の推進

 高齢者外出支援事業における
タクシー利用に向けたシステムの構築
 老人福祉センターへのエレベーターの設置

・ふれあい荘，すこやか荘，やすらぎ荘

２多様な｢人｣の呼び込みと，まちづくりの担い手としての活躍の促進
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◇ 予算の特徴

 自治会内の交流・加入促進強化に対する助成

３地域共生社会・地域経済循環社会・脱炭素社会の３つの社会の創出
約547億円（前年度比＋約21億円）

スケートボードの国際大会（北九州市の例）

プラスチック製品資源化のイメージ

地域共生社会

地域経済循環社会

脱炭素社会

 ｢ワールドスケートボーディングツアー｣の開催
（令和8年11月）

 新たな産業団地の整備や
データセンターの立地誘導に向けた取組の推進

 プラスチック製品資源化に向けた取組の推進

 障がい者の「親なき後相談窓口」の開設
 児童相談所の整備に向けた基本設計

 自治会活動の負担軽減・活性化に資する
自治会運営支援アプリの導入
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 夜間休日救急診療所の混雑緩和
に向けた取組の推進

 河川整備（令和7年度3月補正予算と一体的な実施）など
による総合的な治水・雨水対策の推進

都市基盤の強化

◇ 予算の特徴

 南消防署の移転・改築（令和10年度完成予定）

４安全・安心なまちづくりの推進 約106億円（前年度比＋約9億円）

アンダーパス冠水時のエアー遮断機（他自治体の例）

南消防署の整備イメージ

消防・救急体制の充実

 通信指令システムの更新

 宇都宮市地域医療計画の策定
に向けた調査

医療体制の強化
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◇ 予算の特徴

 ライトラインのＪＲ宇都宮駅西側延伸
に向けた整備の推進

５魅力ある都市空間の形成と交通ネットワークの充実・強化
約378億円（前年度比＋約53億円）

JR宇都宮駅西口周辺地区の将来イメージ

八幡山公園の整備イメージ

都市空間の形成

公共交通ネットワークの充実

 ＪＲ宇都宮駅西口における
駅前広場整備と民間再開発の促進

 ライトラインのＪＲ宇都宮駅西側延伸
に伴うバス路線再編の検討

 民間活力を活用した八幡山公園の魅力向上
・自然体験施設などを令和9年3月に供用開始予定
道路ネットワークの形成・強化

 (仮称)大谷スマートインターチェンジの整備
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 クラウドサービスの活用による
行政のスマートワークの実現

７行政経営基盤の強化

 市制130周年記念事業の実施
・記念式典の実施，各種団体等との連携事業の実施

デジタルリテラシーの向上

６デジタル技術の利活用の促進 約31億円（前年度比▲約14億円）

◇ 予算の特徴

 児童生徒用１人１台端末の計画的な更新
・小学1〜6年生

約34億円（前年度比▲約1億円）

１人１台端末を活用して学習する様子

市民が主役のまちづくり

財政基盤の更なる強化

 地域活性化起業人の起用による
ふるさと納税の促進

スマートワークの実現

「市制130周年記念」ロゴマーク
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【記載例】

(新)：新規事業　 （　）内：前年度予算額 ※予算額は再掲を含んだ金額

(拡)：拡充事業 〔　〕内：新規・拡充による増加額 ※課・室名は新規・拡充事業等の予算計上課

◇　物価高騰への対応 ＜約53億円 (＋約43億円)＞

※令和7年度3月補正予算計上分を含む

１　物価高騰への対応 5,340,573 千円

《子ども政策課・保育課・子ども発達センター・商工振興課・学校健康課》 (1,052,986千円)

(新)　国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰対策給付金給付事業の実施 〔2,924,000千円〕

（令和7年度3月補正予算計上）

　　国が示す負担軽減規模を上回る市民１人あたり5,000円の給付金を令和8年5月下旬から順次支給開始

・ 　市立小中学校や保育施設等の給食費への支援（令和8年度当初予算計上）

・　(拡)学校給食費の更なる負担軽減　　小学校：5,200円/月，中学校：5,900円/月 〔1,381,251千円〕 増

・　保育施設等の給食費への支援の継続　　2,000円/月

◇　多様な「人」の呼び込みと，まちづくりの担い手としての活躍の促進 ＜約616億円 (＋約41億円)＞

１　都市ブランド戦略の推進

①　都市ブランド戦略の推進 81,459 千円

《都市ブランド戦略課》 (91,143千円)

(新)　ＮＦＴを活用した市内外コアファンの獲得 〔7,000千円〕

・ 　山手線等を活用した東京圏でのプロモーションの実施
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２　移住定住支援の充実

①　東京圏等からの移住定住の促進 293,500 千円

《都市ブランド戦略課》 (341,418千円)

・ 　移住定住相談窓口の運営

・ 　東京圏等から本市への移住に対する支援

３　共創のまちづくりの推進 37,014 千円

《政策審議室》 (44,736千円)

・ 　事業者や団体など，共創に取り組む主体等の「交流・対話」の機会の創出

　　(拡)多様な主体のコミュニティ形成支援及びコーディネーターの発掘・育成 〔5,000千円〕 増

４　結婚や妊娠・出産の希望をかなえる支援の充実

①　結婚の希望をかなえる支援 73,947 千円

《都市ブランド戦略課》 (66,878千円)

・ 　様々なニーズに応じた多様な婚活イベントの実施

・ 　結婚に伴う住宅費用や引越し費用等を助成する結婚新生活支援事業の実施

②　妊娠・出産の希望をかなえる支援 895,239 千円

《子ども支援課》 (927,101千円)

・ 　出産育児関連用品購入等の経済的負担に対する支援として，妊婦支援給付金を支給

・ 　出産育児の経済的負担に対する支援として，本市独自の助成金「もうすぐ３８っ子応援金」を支給

③　安心して妊娠・出産できる切れ目のない相談・支援体制の充実 84,375 千円

(65,808千円)
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５　子育て支援の充実

①　教育・保育施設等の供給体制の確保・保育サービスの更なる充実 24,044,039 千円

《保育課》 (22,630,123千円)

(拡)　保育士等の処遇改善の実施に伴う保育園・認定こども園等への給付費の充実 〔1,214,953千円〕 増

(新)　こども誰でも通園制度の本格実施 〔157,384千円〕

(新)　こども誰でも通園制度における医療的ケア児の受入体制強化に係る費用の助成 〔1,050千円〕

　　補助上限額：1,050千円/年

(新)　東浦保育園の民営化に伴う施設改修に係る費用の助成（令和8年4月民営化） 〔193,503千円〕

②　宮っ子ステーション事業の推進 1,492,017 千円

《生涯学習課》 (1,520,682千円)

・ 　児童の放課後の生活の場を提供する「子どもの家」の運営

(新)　子どもの家の運営検証に係る検討組織の設置 〔368千円〕

(新)　子どもの家の学校敷地内への移設　　上河内西小学校 〔14,701千円〕

③　子育てしやすい環境の整備 338,710 千円

《子ども政策課》 (37,092千円)

(新)　全天候型子どもの活動の場の整備（令和9年度供用開始予定） 〔333,300千円〕

　　田原コミュニティプラザ改修工事

④　子育て世帯の負担軽減 18,431,364 千円

《子ども政策課・保育課・子ども発達センター・学校健康課》 (17,150,289千円)

・ 　児童手当の支給やこども医療費の助成

・ 　市立小中学校や保育施設等の給食費への支援〔再掲〕

・　(拡)学校給食費の更なる負担軽減　　小学校：5,200円/月，中学校：5,900円/月 〔1,381,251千円〕 増

・　保育施設等の給食費への支援の継続　　2,000円/月
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⑤　乳幼児の健やかな成長 210,481 千円

《子ども支援課・子ども発達センター》 (215,573千円)

・ 　身体発育状況，栄養状態の把握や心身の異常の早期発見等を目的とした健康診査の実施

⑥　ひとり親家庭への支援 211,654 千円

《子ども政策課》 (229,546千円)

・ 　ひとり親家庭の父母等への医療費の助成

・ 　ひとり親家庭の就労を促進するため，就労に有効な資格取得や仕事と子育ての両立などについて継続的・総合的な支援を実施

　　(拡)大学授業料等の助成を追加　　補助上限額：400千円 〔400千円〕 増

⑦　高校・大学進学の希望をかなえる支援 237,135 千円

《教育企画課》 (248,817千円)

・ 　経済的な理由により高校・大学等に修学が困難な者に対して学資を貸付する「奨学金制度」の実施

６　子ども・若者の健全育成環境の充実

①　青少年の健全育成・自立支援の推進 26,766 千円

(27,549千円)

②　子どもの貧困対策の推進 376,226 千円

《学校管理課》 (481,466千円)

(拡)　小・中学生への就学援助費の支給における新入学児童生徒学用品費等の拡充 〔15,709千円〕 増

③　子どもの意見表明機会の確保 3,840 千円

(4,734千円)
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７　子どもを守り育てる支援の充実

①　児童虐待防止対策の推進 208,501 千円

《人事課・子ども政策課・子ども支援課》 (99,454千円)

(新)　児童相談所の整備　　基本設計，用地測量など 〔116,388千円〕

(新)　児童相談所設置を見据えた県外児童相談所への職員派遣による人材育成の実施 〔1,408千円〕

(拡)　里親による子育て支援短期入所事業（ショートステイ）の充実 〔93千円〕 増

(拡)　養育支援訪問事業における訪問体制の強化 〔4,238千円〕 増

②　医療的ケア児等の支援・受入体制の充実 166,566 千円

《保育課》 (170,135千円)

(新)　こども誰でも通園制度における医療的ケア児の受入体制強化に係る費用の助成〔再掲〕 〔1,050千円〕

　　補助上限額：1,050千円/年

８　新たな時代に必要となる資質・能力の育成

①　小中一貫教育・地域学校園の推進 668,566 千円

《教育企画課・学校教育課》 (761,400千円)

・ 　義務教育9年間を見通した系統的な指導等を通して，学力保障と学校生活適応を目指す

小中一貫教育や習熟度別学習などの学力向上に向けた取組を推進

　　小学校に学力向上担当を配置　　　　31人

　　中学校に学力向上担当を配置　　　　34人

　　ＡＬＴ（外国語指導助手）の配置　　47人

　　学校図書館司書を全校に配置　　　　94人

②　宇都宮学の推進 1,744 千円

(12,021千円)

③　英語教育強化プランの推進 2,082 千円

(2,059千円)

16



④　ＩＣＴ活用授業の推進 1,880,476 千円

《教育センター》 (1,241,444千円)

(新)　児童生徒用１人１台端末の計画的な更新　　小学1～6年生 〔1,537,415千円〕

⑤　中学校部活動の活動支援・地域展開の推進 57,909 千円

《学校健康課・学校教育課》 (50,280千円)

・ 　地域クラブ運営主体の運営費や地域クラブ活動指導者の人件費への助成

９　誰もが生き生きと学ぶ学校教育の推進

①　特別支援教育の充実 538,075 千円

《教育センター》 (534,493千円)

・ 　特別な支援を必要とする児童生徒に対するきめ細かな指導の実施

　　特別支援教室指導員の全校配置　　　　　　　　 94人

　　特別支援学級担当の配置　　　　　　　　　　　 28人

　　要配慮学級緊急対応担当の配置　　　　　　　　 18人

　　医療的ケアを必要とする児童への対応 　　　　　12人

　　学校生活適応支援アドバイザー・相談員の配置　　3人

②　いじめ・不登校対策の充実 83,230 千円

(79,614千円)
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１０　児童生徒の学びと教職員を支える学校教育環境の充実

①　小・中学校等の整備 4,892,559 千円

《学校管理課・学校教育課》 (5,309,710千円)

・ 　校舎の長寿命化改修工事

　　改修工事：(新)西原小学校（令和8～10年度） 〔382,492千円〕

・ 　体育館の長寿命化改修工事

　　実施設計：(新)宝木小学校 〔20,995千円〕

　　改修工事：(新)雀宮南小学校（令和8～9年度） 〔292,941千円〕

・ 　トイレ洋式化改修工事

　　(新)中央小学校など22校 〔486,242千円〕

・ 　小中学校の空調設備更新及び小学校特別教室，中学校武道場への空調設備の導入

・ 　冒険活動センターの大規模改修工事

　　ワーク棟空調設備改修工事など

②　学校における働き方改革の推進 270,773 千円

《学校教育課・教育センター》 (181,107千円)

(新)　校務系端末と学習系端末の一元化に向けたシステム基盤の設計 〔69,296千円〕

(新)　教職員人事管理システムのクラウド化 〔5,797千円〕

③　教師用教科書・指導書の整備 43,233 千円

(177,947千円)

④　学校栄養士の配置 190,692 千円

(178,954千円)
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⑤　水泳授業の民間施設活用 3,028 千円

《学校健康課》 (1,811千円)

・ 　モデル事業の実施

　　西原小学校，(拡)西小学校 〔1,217千円〕 増

１１　学校・家庭・地域が相互に連携・協働した教育活動の充実

①　地域と連携した魅力ある学校づくりの推進 39,604 千円

(39,595千円)

②　家庭・地域の教育力向上事業の推進 1,372 千円

(2,370千円)

③　宮っ子ステーション事業の推進［再掲］ 1,492,017 千円

《生涯学習課》 (1,520,682千円)

・ 　児童の放課後の生活の場を提供する「子どもの家」の運営

(新)　子どもの家の運営検証に係る検討組織の設置 〔368千円〕

(新)　子どもの家の学校敷地内への移設　　上河内西小学校 〔14,701千円〕

１２　生涯にわたる学習活動の促進

①　地域での活躍につながる学習環境の充実と人材育成 54,548 千円

(53,164千円)

②　奨学金制度の推進［再掲］ 223,784 千円

(223,196千円)
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１３　女性の活躍推進 145,686 千円

《女性活躍推進課》 (172,858千円)

(新)　あらゆる分野における女性活躍のための個人・企業・団体等のネットワークづくりの充実 〔15,855千円〕

　　プラットフォーム（交流・対話の場）の構築・運用

　　交流・相談・情報発信等の総合サイトの構築・運用

　　女性起業チャレンジ支援事業の実施

　　理工系分野をはじめとする多様な進路選択支援プロジェクトの実施

　　女性視点による防災・災害対応力の強化

１４　高齢者が活躍できる環境づくりの推進 563,968 千円

《高齢福祉課》 (249,037千円)

(新)　高齢者外出支援事業におけるマイナンバーカードを活用したタクシー利用に向けた 〔61,933千円〕

システムの構築

(新)　老人福祉センターへのエレベーターの設置　　ふれあい荘，すこやか荘，やすらぎ荘 〔255,047千円〕

・ 　生活支援と交流機会の創出に向けた移動販売の拡充に対する助成

１５　生涯にわたるスポーツ活動の推進

①　スポーツ参加機会の拡大 17,522 千円

《スポーツ都市推進課》 (18,012千円)

・ 　第40回宇都宮マラソン大会の開催（令和8年11月）

(新)　全国自治体職員サッカー選手権大会の開催（令和8年7月） 〔600千円〕
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②　スポーツ施設の整備 3,232,913 千円

《スポーツ都市推進課》 (2,388,300千円)

・ 　民間活力を活用したデザインビルド方式による北西部地域体育施設の整備（令和6～9年度）

・ 　東部地域における屋内プール整備事業の推進

(新)　上河内体育館における空調設備設置等改修工事実施設計の実施 〔6,788千円〕

(新)　宇都宮清原球場における内外野スタンド改修工事及び躯体内部改修実施設計の実施 〔75,000千円〕

(新)　ブレックスアリーナ宇都宮へのＢプレミア基準に適合したバスケットゴール等の設置 〔61,030千円〕

◇　絆を深め，共に支え合う「地域共生社会」の構築 ＜約317億円 (＋約23億円)＞

１　安心して暮らせる福祉基盤の充実

①　包括的な相談・支援体制の構築 941,354 千円

《高齢福祉課》 (942,029千円)

・ 　地域包括支援センターによる支援

②　公共施設のバリアフリーの推進 66,450 千円

《景観みどり課》 (49,000千円)

・ 　長岡公園の整備

　　(新)バリアフリートイレ・駐車場の整備 〔22,450千円〕
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２　高齢期の生活の充実

①　高齢者の生きがいづくりの推進［再掲］ 563,968 千円

《高齢福祉課》 (249,037千円)

(新)　高齢者外出支援事業におけるマイナンバーカードを活用したタクシー利用に向けた 〔61,933千円〕

システムの構築

(新)　老人福祉センターへのエレベーターの設置　　ふれあい荘，すこやか荘，やすらぎ荘 〔255,047千円〕

・ 　生活支援と交流機会の創出に向けた移動販売の拡充に対する助成

②　認知症対策の充実 32,920 千円

(31,795千円)

③　地域包括ケアシステムの深化・推進 1,619,107 千円

《高齢福祉課》 (1,528,669千円)

・ 　在宅医療・介護連携や介護予防・日常生活支援総合事業の推進

④　高齢者の入所・通所施設等の整備促進 242,332 千円

(257,998千円)

３　障がいのある人の生活の充実

①　障がい者の自立支援の充実 15,107,344 千円

(13,877,801千円)

②　親なき後への支援の充実 924 千円

《障がい福祉課》 (808千円)

(新)　基幹相談支援センターにおける「親なき後相談窓口」の開設 〔‐千円〕

(新)　一般就労に向けた資格取得に係る受験費用の助成 〔200千円〕

　　補助率：1/2，補助上限額：10,000円

(拡)　体験的宿泊支援事業における体験日数を最大4泊5日まで拡大 〔120千円〕 増
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③　障がい者への理解促進・情報アクセシビリティの向上 53,285 千円

《議会事務局》 (48,802千円)

(新)　議会インターネット中継におけるリアルタイム字幕システムの導入 〔5,496千円〕

④　日中一時支援事業の実施 105,683 千円

(111,462千円)

⑤　障がい児通所支援事業の実施 5,174,349 千円

(4,624,647千円)

⑥　障がい福祉施設の整備促進 4,200 千円

(69,000千円)

⑦　重度心身障がい者医療費助成の充実 1,364,185 千円

(1,323,130千円)

⑧　日常生活支援の充実 275,759 千円

《障がい福祉課》 (251,138千円)

(拡)　日常生活用具給付事業における人工呼吸器等使用者用自家発電機などの追加 〔2,495千円〕 増

⑨　地域生活支援体制の充実 75,453 千円

(74,644千円)

⑩　外出支援の充実 237,723 千円

(233,519千円)

⑪　就労支援の充実 34,398 千円

(27,771千円)

４　共に支え合う地域づくりの推進

①　生活困窮者の自立支援 141,210 千円

(142,475千円)
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②　共に支え合う地域づくりの推進 355,518 千円

《保健福祉総務課・子ども政策課》 (357,442千円)

・ 　親と子どもの居場所づくり事業の実施　　5か所

(拡)　民生委員・児童委員に対する活動費用の充実 〔315千円〕 増

５　子どもを守り育てる支援の充実［再掲］

①　児童虐待防止対策の推進 208,501 千円

《人事課・子ども政策課・子ども支援課》 (99,454千円)

(新)　児童相談所の整備　　基本設計，用地測量など 〔116,388千円〕

(新)　児童相談所設置を見据えた県外児童相談所への職員派遣による人材育成の実施 〔1,408千円〕

(拡)　里親による子育て支援短期入所事業（ショートステイ）の充実 〔93千円〕 増

(拡)　養育支援訪問事業における訪問体制の強化 〔4,238千円〕 増

②　医療的ケア児等の支援・受入体制の充実 166,566 千円

《保育課》 (170,135千円)

(新)　こども誰でも通園制度における医療的ケア児の受入体制強化に係る費用の助成 〔1,050千円〕

　　補助上限額：1,050千円/年

６　健康づくりの推進

①　健康づくりの推進 379,110 千円

《保険年金課》 (369,946千円)

(拡)　ＩＣＴ機器を活用した国保被保険者への特定保健指導の実施 〔229千円〕 増

②　健康診査の受診促進 1,245,874 千円

(1,249,971千円)
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７　感染症対策の推進

①　感染症等対策の推進 1,964,285 千円

《保健予防課》 (1,953,363千円)

・ 　感染症のまん延を未然に防止するための取組や予防接種の実施

　　(新)ＲＳウイルスワクチンの定期予防接種化 〔82,086千円〕

　　(拡)高齢者肺炎球菌ワクチン接種における結合型ワクチンへの切替え 〔4,180千円〕 増

　　(拡)高齢者インフルエンザワクチン接種における高用量ワクチンの追加 〔71,324千円〕 増

８　安心して医療を受けられる環境の充実

①　地域医療体制の強化 517,719 千円

《保健所総務課》 (596,203千円)

・ 　夜間休日救急診療所の運営

(新)　宇都宮市地域医療計画の策定に向けた調査 〔4,257千円〕

(新)　初期救急医療のあり方の検討に係る懇談会の開催 〔169千円〕

９　地域主体の協働によるまちづくりの推進

①　自治会の活動の支援・活性化 123,901 千円

《みんなでまちづくり課》 (127,370千円)

(新)　自治会運営支援アプリの導入 〔3,014千円〕

(新)　自治会内の交流・加入促進強化や自治会を存続するための合併に対する助成 〔2,150千円〕

②　地域コミュニティ施設等の整備・長寿命化の推進 333,958 千円

《みんなでまちづくり課》 (283,986千円)

・ 　地域コミュニティ施設等の長寿命化改修工事

　　工事：(新)陽光地域コミュニティセンター 〔202,834千円〕
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③　地域の居場所づくり支援事業 8,706 千円

(20,793千円)

④　まちづくりセンターの運営 35,402 千円

(38,126千円)

⑤　地域が一体となったまちづくりの推進 84,288 千円

《道路管理課》 (78,824千円)

(新)　地域住民やボランティア団体による市道美化活動を支援するアダプト制度の導入 〔1,525千円〕

　　清掃用具や安全装備等の支給・貸与

⑥　まちづくり活動応援事業の実施 15,191 千円

(15,063千円)

１０　市政への理解と参画の促進

①　広報・広聴事業の充実 11,166 千円

《議会事務局》 (6,642千円)

(新)　議会インターネット中継におけるリアルタイム字幕システムの導入〔再掲〕 〔5,496千円〕

１１　かけがえのない個人の尊重

①　ＤＶ対策の推進 8,823 千円

《女性活躍推進課》 (8,794千円)

・ 　ＤＶの防止啓発，相談の実施

②　多様な性への理解の促進 255 千円

(472千円)
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③　不安や困難を抱える女性への相談支援 8,503 千円

《女性活躍推進課》 (7,814千円)

・ 　不安や困難を抱える女性への相談支援を行う「つながりサポート女性支援事業」の実施

　　(拡)ＬＩＮＥを活用した相談の実施時間帯の見直し 〔1,907千円〕 増

　　(拡)つなサポ相談室の周知・情報提供の強化 〔1,221千円〕 増

１２　男女共同参画の推進

①　女性の活躍推進［再掲］ 145,686 千円

《女性活躍推進課》 (172,858千円)

(新)　あらゆる分野における女性活躍のための個人・企業・団体等のネットワークづくりの充実 〔15,855千円〕

　　プラットフォーム（交流・対話の場）の構築・運用

　　交流・相談・情報発信等の総合サイトの構築・運用

　　女性起業チャレンジ支援事業の実施

　　理工系分野をはじめとする多様な進路選択支援プロジェクトの実施

　　女性視点による防災・災害対応力の強化

②　ワーク・ライフ・バランスの推進 571 千円

《女性活躍推進課》 (564千円)

・ 　男性の育児休業取得促進事業の実施

１３　多文化共生の推進

①　多文化共生の推進 10,557 千円

《多文化共生推進課》 (9,649千円)

(新)　姉妹・文化友好都市との交流事業におけるタルサ市からの青少年受入事業の開始 〔1,316千円〕
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◇　スポーツ・文化・地域資源等を最大限活用した「都市の魅力創出」 ＜約21億円 (＋約2億円)＞

１　都市ブランド戦略の推進［再掲］

①　都市ブランド戦略の推進 81,459 千円

《都市ブランド戦略課》 (91,143千円)

(新)　ＮＦＴを活用した市内外コアファンの獲得 〔7,000千円〕

・ 　山手線等を活用した東京圏でのプロモーションの実施

２　移住定住支援の充実［再掲］

①　東京圏等からの移住定住の促進 293,500 千円

《都市ブランド戦略課》 (341,418千円)

・ 　移住定住相談窓口の運営

・ 　東京圏等から本市への移住に対する支援

３　ＭＩＣＥの推進による魅力と交流の創出

①　ＭＩＣＥの推進 62,858 千円

《観光ＭＩＣＥ推進課》 (66,723千円)

(拡)　ＭＩＣＥ開催支援補助金の対象にライトライン乗車費用や託児サービス利用費用等を追加 〔‐千円〕 増

４　スポーツを通じた都市の魅力向上・地域活性化

①　「3ｘ3のまち宇都宮」の推進 187,350 千円

《スポーツ都市推進課》 (187,650千円)

・ 　「FIBA 3ｘ3ワールドツアー宇都宮オープナー2026」の開催（令和8年4月）
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②　「宇都宮ジャパンカップサイクルロードレース」の開催 228,490 千円

《スポーツ都市推進課》 (221,000千円)

・ 　「2026宇都宮ジャパンカップサイクルロードレース」の開催（令和8年10月）

③　スポーツを活用した地域活性化 91,330 千円

《スポーツ都市推進課》 (360,475千円)

(新)　ブレックスアリーナ宇都宮へのＢプレミア基準に適合したバスケットゴール等の設置 〔61,030千円〕

〔再掲〕

④　アーバンスポーツの普及促進 306,171 千円

《スポーツ都市推進課》 (2,850千円)

(新)　「ワールドスケートボーディングツアー」の開催（令和8年11月） 〔306,171千円〕

５　個性豊かな観光と交流の創出

①　観光セールスの強化・観光交流の促進　 172,500 千円

《観光ＭＩＣＥ推進課》 (215,469千円)

・ 　宇都宮観光推進委員会における誘客促進事業の実施

・ 　ろまんちっく村再整備における実施方針作成等の公募に向けた準備

②　大谷地域の観光振興 455,825 千円

《文化都市推進課・観光ＭＩＣＥ推進課・公園管理課》 (202,725千円)

(新)　大谷地域中心部におけるライトアップ等による夜間の魅力創出 〔14,000千円〕

(拡)　日本遺産「大谷石文化」を活用したインバウンド向け観光ツアーの造成促進や魅力 〔20,216千円〕 増

発信の強化

・ 　大谷公園・大谷景観公園の再整備

　　(拡)大谷公園における園路整備や大谷景観公園におけるトイレ移設工事など 〔172,000千円〕 増
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６　暮らしに息づく文化の継承・創造・活用の推進

①　日本遺産（大谷石文化）の魅力発信 31,133 千円

《文化都市推進課》 (10,728千円)

(拡)　日本遺産「大谷石文化」を活用したインバウンド向け観光ツアーの造成促進や魅力 〔20,216千円〕 増

発信の強化〔再掲〕

②　芸術・文化の振興 146,285 千円

《文化都市推進課》 (183,801千円)

(新)　市制130周年記念事業と併せた沖縄県うるま市の「肝高
きむたか

の阿麻和利
あまわり

」公演の実施 〔20,836千円〕

（令和8年8月）

(新)　本市とうるま市の子どもたちの交流事業「宮っこオリジナル舞台」公演の実施 〔2,688千円〕

（令和8年8月）

(新)　まちなかイベントに合わせた百人一首模範試合や着物・袴着装体験等の実施 〔900千円〕

・ 　旧篠原家住宅における耐震対策工事の実施

◇　「各種産業の強み」を生かした持続的に発展する社会の実現 ＜約189億円 (▲約4億円)＞

１　地域産業の創造性・発展性の向上

①　産業イノベーションの推進 105,057 千円

《産業政策課》 (110,113千円)

・ 　市内企業の宇宙産業参入に向けた支援

　　(拡)宇宙科学技術連合講演会における市内企業向けブース出展等の実施やビジネス 〔5,500千円〕 増

　　　　マッチング機会等の創出
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②　起業家創出・育成事業の推進 18,226 千円

(18,420千円)

③　企業立地・定着の促進 506,813 千円

《産業政策課》 (503,983千円)

・ 　企業立地・定着促進拡大再投資に対する支援

・ 　新たな産業団地の整備に向けた検討・調査

　　事業計画の検討，地区界測量，自然環境調査の実施など

(新)　データセンターの立地誘導の推進 〔30,000千円〕

　　事業者の公募・選定など

④　販路開拓支援事業の推進 1,528 千円

(1,528千円)

⑤　雇用支援の充実 116,394 千円

《商工振興課・都市ブランド戦略課》 (122,804千円)

・ 　東京圏等から本市への移住に対する支援〔再掲〕

(新)　専門機関と連携した中小企業の人材確保に向けた支援 〔2,500千円〕

　　補助率：1/2，補助上限額：500千円

⑥　大谷地域の産業振興 8,000 千円

(10,000千円)

２　商工・サービス業の活力の向上

①　中心市街地活性化の推進 93,229 千円

《ＮＣＣ推進課》 (113,611千円)

(新)　中心市街地における環境美化の推進 〔1,500千円〕
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②　中小企業振興の推進 6,040 千円

《商工振興課》 (5,202千円)

(新)　専門機関と連携した中小企業の人材確保に向けた支援〔再掲〕 〔2,500千円〕

　　補助率：1/2，補助上限額：500千円

③　中小企業融資制度の活用促進 16,168,964 千円

(17,107,000千円)

３　農林業の生産力・販売力・地域力の向上

①　多様な担い手の育成 218,849 千円

《農業企画課・農林生産流通課》 (188,631千円)

(新)　大規模個人農業者の機械導入に対する支援 〔6,000千円〕

　　補助率：3/10，補助上限額：3,000千円

(新)　農業者の働きやすい環境整備に対する支援 〔3,000千円〕

　　補助率：10/10，補助上限額：1,000千円

(新)　引き受け手のいない農地の受け皿組織の整備 〔300千円〕

②　スマート農業・グリーン農業の推進 32,440 千円

《農林生産流通課》 (43,476千円)

(新)　耕畜連携の強化に向けた堆肥の運搬・散布に対する畜産農家への費用の助成 〔600千円〕

　　補助額：4,000円/10a

③　生産性の高い土地基盤の整備 480,536 千円

《農業企画課》 (501,822千円)

・ 　ほ場整備など土地改良事業の推進
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④　農地の保全活動の推進 207,832 千円

《農業企画課》 (206,500千円)

・ 　多面的機能支払交付金（農地維持支払・資源向上支払）による保全活動への支援

(新)　引き受け手のいない農地の受け皿組織の整備〔再掲〕 〔300千円〕

⑤　農産物の安定供給と販売力・収益力の向上 25,396 千円

《農業企画課》 (22,971千円)

(新)　地域循環型食料システムの構築に向けた取組の推進 〔5,800千円〕

　　地域内食料安定供給に向けた市場調査等の実施

⑥　森林の適正管理の推進 88,364 千円

(76,836千円)

⑦　農業構造改革事業 67,006 千円

(71,857千円)

⑧　競争力ある農業生産体制の構築 143,627 千円

《農林生産流通課》 (55,004千円)

・ 　いちごの生産力強化に向けた産地生産基盤パワーアップ事業の実施

⑨　畜産経営力強化の推進 1,267 千円

《農林生産流通課》 (1,803千円)

(新)　耕畜連携の強化に向けた堆肥の運搬・散布に対する畜産農家への費用の助成〔再掲〕 〔600千円〕

　　補助額：4,000円/10a

⑩　米消費の拡大 36,615 千円

(36,148千円)

⑪　有害鳥獣被害への対策 28,807 千円

《農林生産流通課》 (28,982千円)

(新)　クマの出没に備える緊急銃猟体制の整備 〔133千円〕
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４　市場機能の維持・向上 498,005 千円

《中央卸売市場》 (66,265千円)

・ 　中央卸売市場再整備事業の推進

　　(新)関連商品売場Ｂ棟ほか3棟解体工事 〔476,005千円〕

(新)　次期「宇都宮市中央卸売市場経営展望」の策定 〔22,000千円〕

◇　市民・事業者・行政が一体となった「脱炭素化」の推進 ＜約20億円 (＋約0億円)＞

１　脱炭素化の推進

①　脱炭素先行地域の取組の推進 385,390 千円

《環境創造課》 (447,920千円)

・ 　太陽光発電設備・蓄電池の導入等

　　公共施設：清原水再生センター，清原工業団地排水処理施設，

              (新)ブレックスアリーナ宇都宮 〔224,997千円〕

　　民間施設：(拡)ベルモール（令和8～9年度） 〔‐千円〕 増

②　市民における取組の促進 135,155 千円

《環境創造課》 (150,542千円)

・ 　家庭向け脱炭素化促進のための太陽光発電設備等導入費の助成
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③　事業者における取組の促進 643,966 千円

《交通政策課・環境創造課・農林生産流通課》 (434,036千円)

・ 　脱炭素先行地域の民間施設における太陽光発電設備の導入支援〔再掲〕

　　(拡)ベルモール（令和8～9年度） 〔‐千円〕 増

・ 　公共交通の脱炭素化の促進

　　バス・タクシーのＥＶ化等に対する助成

(新)　耕畜連携の強化に向けた堆肥の運搬・散布に対する畜産農家への費用の助成〔再掲〕 〔600千円〕

　　補助額：4,000円/10a

④　行政における取組の推進 475,816 千円

《環境創造課・各課》 (721,372千円)

・ 　脱炭素先行地域の公共施設における太陽光発電設備・蓄電池の導入〔再掲〕

　　清原水再生センター，清原工業団地排水処理施設，(新)ブレックスアリーナ宇都宮 〔224,997千円〕

・ 　脱炭素先行地域以外の公共施設における太陽光発電設備・蓄電池の導入

　　(新)陽南中学校など9施設 〔‐千円〕

・ 　道路照明や公園外灯等におけるＥＳＣＯ事業の活用

・ 　公共施設における照明のＬＥＤ化の推進

　　(新)上原・下栗市営住宅，美術館，旧篠原家住宅 〔67,542千円〕

２　環境配慮行動の推進

①　ＳＤＧｓ未来都市の推進 44,261 千円

《政策審議室》 (60,679千円)

(新)　「地方創生ＳＤＧｓフェス2026」への出展 〔2,000千円〕

②　もったいない運動の推進 9,731 千円

《環境創造課》 (6,211千円)

(新)　もったいない運動20周年記念事業に向けた取組の実施 〔3,520千円〕
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３　ごみの減量化・資源化と適正処理の推進

①　ごみの減量化・資源化の推進 96,959 千円

《ごみ減量課》 (102,284千円)

(新)　プラスチック製品資源化に向けた周知 〔1,241千円〕

②　廃棄物の適正処理の推進 246,208 千円

《廃棄物施設課》 (61,182千円)

(新)　プラスチック製品資源化に向けたエコプラセンター下荒針設備改修工事 〔149,964千円〕

(新)　（仮称）新クリーンパーク茂原の整備における発注支援業務の実施 〔18,414千円〕

４　自然との共生の推進

①　豊かな生物多様性の保全 1,517 千円

(5,166千円)

◇　「安全・安心」なまちづくりの推進 ＜約106億円 (＋約9億円)＞

１　危機に対する体制・都市基盤の強化

①　行政の危機対応能力の向上・市民の防災意識の向上 59,785 千円

(61,805千円)

②　住宅地等の防災・減災対策の強化 81,909 千円

《建築指導課・住宅政策課》 (488,585千円)

・ 　ブロック塀等の撤去・再築に係る費用の助成

　　(拡)撤去に係る費用の助成額の拡大 〔3,450千円〕 増

　　　　　一般地域：150千円，スクールゾーン等：225千円

(新)　マンション管理士の派遣によるマンション管理適正化を図る取組への支援 〔1,080千円〕
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③　急傾斜地対策の推進 119,776 千円

《河川課・公園管理課》 (43,849千円)

・ 　急傾斜地崩壊危険区域における崩壊防止工事の実施

・ 　八幡山公園の土砂災害特別警戒区域における法面整備工事の実施

④　道路アセットマネジメントの推進 425,520 千円

《道路保全課》 (445,033千円)

・ 　道路施設長寿命化計画に基づく予防保全事業の実施

⑤　橋りょうの耐震化・長寿命化の推進 300,500 千円

(265,000千円)

⑥　上下水道施設耐震化の推進 921,800 千円

《水道管理課・水道建設課・下水道管理課・下水道建設課》 (1,373,940千円)

・ 　白沢浄水場導水管耐震化工事  

・ 　竹林中継ポンプ場耐震化工事

２　総合的な治水・雨水対策の推進

①　河川アセットマネジメントの推進 190,629 千円

《河川課》 (178,478千円)

・ 　河川堆積土砂の浚渫の実施

②　都市基盤河川・準用河川等の整備 1,057,619 千円

《河川課》 (1,715,983千円)

・ 　都市基盤河川（奈坪川），準用河川（越戸川，大久保谷地川など4河川），普通河川（新川，給分川）の整備

(新)　奈坪川の特定都市河川指定に向けた調査 〔30,000千円〕

(新)　住宅等への浸水被害の軽減を図る止水板等の設置に係る費用の助成 〔500千円〕

　　補助率：1/2，補助上限額：500千円
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③　道路排水施設等の整備 75,400 千円

《道路保全課》 (50,800千円)

(新)　アンダーパスにおけるエアー遮断機の整備　　御幸町アンダー 〔25,000千円〕

④　公共下水道雨水幹線の整備 1,272,133 千円

《下水道建設課》 (1,353,000千円)

・ 　奈坪川第１排水区雨水幹線築造工事

⑤　農業施設における治水・雨水対策 249,389 千円

《農業企画課》 (241,396千円)

・ 　防災重点農業用ため池の防災工事及び実施計画の策定

⑥　公共施設・民間施設等における貯める取組 3,641 千円

《工事受付センター》 (23,722千円)

・ 　雨水貯留施設等設置費への助成

３　消防・救急体制の充実

①　救急業務の体制強化 878 千円

《警防課》 (0千円)

(新)　マイナ救急の活用による救急業務の迅速化・円滑化 〔878千円〕

②　消防施設の整備 133,801 千円

《消防局総務課》 (227,793千円)

(新)　南消防署の移転・改築工事（令和8～10年度） 〔131,196千円〕

③　通信指令システムの更新 2,847,827 千円

《通信指令課》 (29,359千円)

(新)　通信指令システムの更新 〔2,847,827千円〕
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④　消防団詰所の整備 54,523 千円

《消防局総務課》 (386,065千円)

(新)　災害発生時における対応の迅速化に向けた機械器具置場の詰所化工事 〔54,523千円〕

　　上河内分団第12部

４　日常生活の安心感の向上

①　地域防犯活動・防犯環境整備の推進 216,764 千円

《生活安心課》 (221,998千円)

・ 　自治会等におけるＬＥＤ防犯灯や防犯カメラの設置・更新，維持管理に対する助成

②　交通安全対策の推進 46,239 千円

《生活安心課》 (27,648千円)

(新)　運転免許証を自主返納した高齢者に対する公共交通で使用できるポイントの付与 〔19,063千円〕

　　事業開始に向けたシステムの構築

③　消費者被害防止対策の強化 58,558 千円

(59,686千円)

④　感染症等対策の推進［再掲］ 1,964,285 千円

《保健予防課》 (1,953,363千円)

・ 　感染症のまん延を未然に防止するための取組や予防接種の実施

　　(新)ＲＳウイルスワクチンの定期予防接種化 〔82,086千円〕

　　(拡)高齢者肺炎球菌ワクチン接種における結合型ワクチンへの切替え 〔4,180千円〕 増

　　(拡)高齢者インフルエンザワクチン接種における高用量ワクチンの追加 〔71,324千円〕 増
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⑤　地域医療体制の強化［再掲］ 517,719 千円

《保健所総務課》 (596,203千円)

・ 　夜間休日救急診療所の運営

(新)　宇都宮市地域医療計画の策定に向けた調査 〔4,257千円〕

(新)　初期救急医療のあり方の検討に係る懇談会の開催 〔169千円〕

⑥　有害鳥獣被害への対策［再掲］ 28,807 千円

《農林生産流通課》 (28,982千円)

(新)　クマの出没に備える緊急銃猟体制の整備 〔133千円〕

５　快適で衛生的な生活環境の確保

①　斎場の整備 8,250 千円

《生活安心課》 (10,120千円)

(新)　悠久の丘の次期事業者公募・選定に向けた検討 〔8,250千円〕

◇　「魅力ある都市空間」の形成と「交通ネットワークの充実・強化」 ＜約378億円 (＋約53億円)＞

１　地域特性を生かした安全で魅力ある都市空間の形成

①　ＪＲ宇都宮駅西口周辺地区整備の推進 2,620,008 千円

《市街地整備課》 (1,032,000千円)

(新)　駅前広場詳細設計等の実施 〔241,000千円〕

(新)　市民理解の促進に向けたＶＲの作成 〔2,508千円〕
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②　市街地再開発事業の推進 2,533,590 千円

《市街地整備課》 (995,930千円)

(新)　バンバ地区市街地再開発事業への助成（令和8～14年度） 〔200,000千円〕

・ 　宇都宮駅西口南地区市街地再開発事業への助成（令和4～8年度）

・ 　宇都宮駅西口大通り南地区市街地再開発事業への助成（令和6～12年度）

③　都心部におけるまちづくりの推進 525,074 千円

《ＮＣＣ推進課・市街地整備課・公園管理課》 (306,452千円)

・ 　池上町地区における優良建築物等整備事業への助成（令和7～10年度）

・ 　民間活力を活用した八幡山公園の整備

　　(拡)特定公園施設の購入など（令和9年3月供用開始予定） 〔118,442千円〕 増

・ 　バンバ通りにおける居心地の良い空間づくりに向けた方針検討

④　地域拠点等における拠点化の促進 45,650 千円

(36,927千円)
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⑤　土地区画整理事業の推進 3,516,837 千円

《東部区画整理事業課・西部・北部区画整理事業課》 (4,409,883千円)

・ 　鶴田第２土地区画整理事業

　　施行面積86.2ha　　[平成11～令和13年度]

・ 　宇大東南部第２土地区画整理事業

　　施行面積41.8ha　　[平成19～令和 8年度]

・ 　岡本駅西土地区画整理事業

　　施行面積59.2ha　　[平成 6～令和10年度]

・ 　小幡・清住土地区画整理事業

　　施行面積16.9ha　　[平成25～令和 9年度]

・ 　簗瀬土地区画整理事業

　　施行面積11.0ha　　[平成31～令和 8年度]

⑥　ライトライン沿線におけるまちづくりの推進 106,859 千円

《ＮＣＣ推進課》 (2,435,954千円)

(新)　アークタウン宇都宮の運営（令和8年3月28日開園） 〔106,859千円〕

⑦　土地利用の適正化 120,368 千円

《都市計画課》 (130,985千円)

(新)　都市計画に関する調査・分析の実施 〔109,716千円〕

　　都市計画基礎調査，市街化調整区域における土地利用方針状況調査など
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⑧　公園等の整備 511,801 千円

《景観みどり課・公園管理課》 (253,458千円)

・ 　長岡公園の整備

　　(新)バリアフリートイレ・駐車場の整備〔再掲〕など 〔23,730千円〕

・ 　大谷公園・大谷景観公園の再整備〔再掲〕

　　(拡)大谷公園における園路整備や大谷景観公園におけるトイレ移設工事など 〔172,000千円〕 増

・ 　民間活力を活用した八幡山公園の整備〔再掲〕

　　(拡)特定公園施設の購入など（令和9年3月供用開始予定） 〔118,442千円〕 増

(新)　公園施設長寿命化計画の改定 〔25,000千円〕

２　安心で快適な住まいづくりの促進

①　市営住宅の整備 107,131 千円

(81,600千円)

②　多様な住まいの確保 130,749 千円

《住宅政策課》 (197,993千円)

・ 　住宅取得に係る費用の助成や若年夫婦・子育て世帯等に対する家賃の助成

③　住宅の安全・安心の確保 63,230 千円

《建築指導課・住宅政策課》 (72,890千円)

・ 　ブロック塀等の撤去・再築に係る費用の助成〔再掲〕

　　(拡)撤去に係る費用の助成額の拡大 〔3,450千円〕 増

　　　　　一般地域：150千円，スクールゾーン等：225千円

(新)　マンション管理士の派遣によるマンション管理適正化を図る取組への支援〔再掲〕 〔1,080千円〕
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３　空き家・空き地対策の推進

①　空き家等対策の推進 125,467 千円

《生活安心課・住宅政策課》 (182,358千円)

・ 　老朽危険空き家の除却や空き家の再生利用，住宅の確保に対する支援

４　緑豊かで魅力ある都市景観の保全・創出

①　魅力ある都市景観づくりの推進 4,808 千円

(25,907千円)

５　公共交通ネットワークの充実・強化

①　ライトラインの維持管理及び利便性向上 577,076 千円

《ＬＲＴ管理課・道路建設課》 (392,290千円)

・ 　ライトラインの安全で快適な運行を維持するための車両検査の実施

　　(新)令和9年度の全般検査に必要となる部品の事前調達 〔224,631千円〕

(新)　軌道施設等長寿命化計画の策定に向けた取組の実施 〔10,000千円〕

・ 　ライトライン停留場における駐輪場の増設

②　ライトラインの整備 975,256 千円

《ＬＲＴ整備課》 (213,500千円)

・ 　ライトラインのＪＲ宇都宮駅西側延伸に向けた整備の推進

　　(新)特許取得，都市計画決定，軌道詳細設計など 〔975,256千円〕

③　バス・地域内交通の充実 485,587 千円

《交通政策課》 (560,107千円)

(新)　ライトラインのＪＲ宇都宮駅西側延伸に伴うバス路線再編の検討 〔30,000千円〕

・ 　ＪＲ宇都宮駅東側ライトラインに接続するバス路線の継続運行と新たな実証運行の実施

・ 　地域内交通における複数地区による共同運行　　中央・簗瀬地区
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６　公共交通の利便性向上と利用促進

①　公共交通の利便性向上と利用促進 524,118 千円

《交通政策課》 (312,187千円)

・ 　運賃負担軽減策や宇都宮版モビリティマネジメント「ＭＯＶＥ ＮＥＸＴ ＵＴＳＵＮＯＭＩＹＡ」の実施

・ 　公共交通の脱炭素化の促進〔再掲〕

　　バス・タクシーのＥＶ化等に対する助成

７　円滑，快適，安全・安心な道路づくりの推進

①　都市計画道路の整備 1,014,958 千円

《技術監理課・道路建設課》 (1,403,400千円)

・ 　塙田平出線，産業通り（陽東Ⅰ，大和），鶴田宝木線，桜通り平出線の整備

②　道路新設改良の推進 819,398 千円

《道路建設課》 (993,783千円)

・ 　市道356号線（石井町地内）など17路線の整備

・ 　（仮称）大谷スマートインターチェンジの整備

・ 　いちょう通りの交差点改良の実施

③　交通安全対策の推進 141,000 千円

《技術監理課・道路保全課》 (104,000千円)

・ 　岡本駅周辺等におけるゾーン３０プラスの推進

④　道路ネットワーク形成推進事業 6,000 千円

(34,500千円)

⑤　狭あい道路拡幅整備の促進 64,743 千円

(63,427千円)
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８　「自転車のまち宇都宮」の推進

①　自転車のまち宇都宮の推進 300,821 千円

《スポーツ都市推進課・道路建設課》 (302,875千円)

・ 　「2026宇都宮ジャパンカップサイクルロードレース」の開催（令和8年10月）〔再掲〕

・ 　ライトライン停留場における駐輪場の増設〔再掲〕

９　質の高い上下水道サービスの提供

①　最良な上下水道サービスの提供 450,890 千円

《経営企画課・お客さまサービス課・水質管理課》 (699,897千円)

(新)　スマート水道メーターの導入に向けた料金システム改修 〔6,160千円〕

・ 　受付・検針・収納等使用者関連サービス業務委託の実施

②　施設の適正な管理及び機能向上 19,794,093 千円

《工事受付センター・水道管理課・水道建設課・下水道管理課・下水道施設管理センター・下水道建設課》 (15,232,419千円)

(新)　高間木取水場土砂災害対策 〔122,700千円〕

(新)　老朽管きょ修繕工事（特別重点調査） 〔152,990千円〕

・ 　下河原水再生センター再構築工事

・ 　老朽管の改築・更新事業

・ 　ウォーターＰＰＰの公募実施

③　上下水道サービスにおける脱炭素化・ＤＸの推進 193,162 千円

《お客さまサービス課・技術監理室・工事受付センター・水道管理課・水道建設課・水質管理課》 (211,162千円)

(新)　汚泥資源肥料化の推進 〔17,259千円〕

(新)　スマート水道メーターの導入に向けた料金システム改修〔再掲〕 〔6,160千円〕

(新)　マッピングシステムの機能向上 〔62,259千円〕

(新)　メンテナンスの高度化の実証実験 〔50,000千円〕

　　地中レーダーによる施設の地中情報調査など
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④　下水の適正処理の推進 1,616,866 千円

《下水道管理課・下水道建設課》 (1,542,673千円)

・ 　公共下水道汚水管きょの整備

⑤　生活排水処理施設の最適化事業 372,037 千円

《下水道施設管理センター》 (214,027千円)

・ 　河内西部地区排水処理施設防食被覆塗装工事等

⑥　浄化槽設置整備の促進 60,615 千円

《水質管理課》 (77,900千円)

・ 　浄化槽設置費への助成

◇　「デジタル技術」の利活用の促進 ＜約31億円 (▲約14億円)＞

１　スマート窓口の実現

①　行政手続オンライン化の加速 47,469 千円

(66,784千円)

②　市民サービスのＤＸ推進 51,259 千円

(71,353千円)

２　市民のデジタルデバイド対策・デジタル人材育成

①　市民のデジタルリテラシー向上支援 1,963,874 千円

《学校管理課・学校教育課・教育センター》 (1,262,532千円)

(新)　児童生徒用１人１台端末の計画的な更新　　小学1～6年生〔再掲〕 〔1,537,415千円〕

(新)　校務系端末と学習系端末の一元化に向けたシステム基盤の設計〔再掲〕 〔69,296千円〕

(新)　教職員人事管理システムのクラウド化〔再掲〕 〔5,797千円〕
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②　デジタルデバイド対策 2,463 千円

(2,643千円)

３　デジタル社会基盤の強化

①　デジタルインフラの充実 90,580 千円

(72,228千円)

４　行政業務のデジタル変革

①　業務におけるデジタルツールの活用促進 49,455 千円

《デジタル政策課・議会事務局》 (111,103千円)

(新)　ＡＩエージェントの試行導入 〔7,700千円〕

(新)　ＡＩ音声認識アプリケーションを活用した議会会議録の作成 〔1,368千円〕

(新)　議会インターネット中継におけるリアルタイム字幕システムの導入〔再掲〕 〔5,496千円〕

②　情報システムの最適化・クラウド化 157,349 千円

《保育課・各課》 (2,452,156千円)

(新)　保育事務の効率化に向けた市単独助成業務のクラウドシステムの導入 〔7,040千円〕

・ 　税・福祉など２０業務における自治体情報システムの標準化・共通化

５　行政ＤＸ人材の育成・確保

①　職員のＤＸリテラシーの向上 2,745 千円

(2,745千円)

②　外部デジタル専門家等の活用 8,036 千円

(8,648千円)
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６　行政のスマートワークの実現

①　庁内のスマートワークを実現するデジタル技術の活用 712,373 千円

《デジタル政策課》 (400,570千円)

(新)　スマートワーク推進に係るクラウドサービス（Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５等）の全庁導入 〔427,493千円〕

７　データの利活用

①　データをつくる・つなげる・使う 6,181 千円

(24,556千円)

◇　行政経営基盤の強化 ＜約34億円 (▲約1億円)＞

１　総合計画の推進

①　総合計画の策定 12,441 千円

《政策審議室》 (0千円)

(新)　第７次宇都宮市総合計画の策定に向けた調査・検討 〔12,441千円〕

　　策定基礎調査，市民懇談会の設置

２　新たなニーズに対応できる持続可能な行政経営の推進

①　共創のまちづくりの推進［再掲］ 37,014 千円

《政策審議室》 (44,736千円)

・ 　事業者や団体など，共創に取り組む主体等の「交流・対話」の機会の創出

　　(拡)多様な主体のコミュニティ形成支援及びコーディネーターの発掘・育成 〔5,000千円〕 増
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②　戦略的な広報の推進 15,858 千円

《広報広聴課・議会事務局》 (12,469千円)

(新)　議会インターネット中継におけるリアルタイム字幕システムの導入〔再掲〕 〔5,496千円〕

(新)　定例記者会見のＹｏｕＴｕｂｅ生配信等の実施 〔2,359千円〕

・ 　デジタルサイネージを活用した市政情報の発信

　　(拡)掲載箇所の拡大　　ミライト一条 〔1,848千円〕 増

・ 　ＬＩＮＥ広告を活用した市政情報の発信

　　(拡)友だち登録広告掲出期間等の延長 〔2,882千円〕 増

③　政策立案機能の強化 17,010 千円

(42,216千円)

④　新たな価値創造を図る行政経営の推進 13,165 千円

《行政経営課》 (149,014千円)

・ 　行政事務の集約等による業務効率化に向けた環境整備

⑤　ＬＥＤ化の推進 249,400 千円

《各課》 (411,518千円)

・ 　道路照明や公園外灯等におけるＥＳＣＯ事業の活用〔再掲〕

・ 　公共施設における照明のＬＥＤ化の推進〔再掲〕

　　(新)上原・下栗市営住宅，美術館，旧篠原家住宅 〔67,542千円〕

⑥　都市間連携の推進 2,666 千円

(7,509千円)

⑦　市民が主役のまちづくりの推進 8,000 千円

《政策審議室》 (5,915千円)

(新)　市制130周年記念事業の実施 〔8,000千円〕

　　記念式典の実施，各種団体等との連携事業の実施
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３　地区行政の推進

①　公共施設利用環境の充実 985,390 千円

《みんなでまちづくり課・各課》 (454,863千円)

・ 　地域コミュニティ施設等の長寿命化改修工事〔再掲〕

　　工事：(新)陽光地域コミュニティセンター 〔202,834千円〕

・ 　公共施設におけるトイレの洋式化・バリアフリー化の推進

　　本庁舎・小中学校など27施設

４　行政の組織マネジメント力の向上

①　自律・協働・共創型職員の育成 23,606 千円

《人事課》 (22,057千円)

(新)　児童相談所設置を見据えた県外児童相談所への職員派遣による人材育成の実施〔再掲〕 〔1,408千円〕

５　財政基盤の更なる強化

①　収納対策の強化 54,556 千円

《納税課・各課》 (52,808千円)

・ 　コンビニ収納，キャッシュレス決済（スマホ・クレジットカード・ペイジーなど）による納付の実施

・ 　納期内納付・キャッシュレス納付推進に向けたデジタル広告の実施

・ 　インターネットによる口座振替申込サービスの実施

・ 　納付案内センターによる早期納付勧奨及び民間委託による遠隔地滞納者実地調査の実施

・ 　滞納者に対する財産調査及び差押えの強化

②　ふるさと納税の促進

《都市ブランド戦略課》

(新)　地域活性化起業人の起用によるふるさと納税の促進 〔5,900千円〕

歳入 1,647,461 千円

(歳入 981,250 千円)
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③　公有財産有効活用の推進

《管財課》

・ 　未利用地処分の推進

④　本庁舎における広告事業の推進

《管財課》

・ 　壁面等広告事業の実施

　　(拡)1・2・16階トイレ，1・2階エレベーター外扉

・ 　動画広告事業の実施

⑤　公共施設の長寿命化の推進 1,990,649 千円

《建築保全課・みんなでまちづくり課・文化都市推進課・ＬＲＴ管理課・公園管理課・生涯学習課・各課》 (2,291,500千円)

・ 　公共施設の劣化状況に応じた保全対策工事を計画的に実施

(新)　文化会館及び中央図書館の耐用年数算出に向けたコア抜き調査の実施 〔31,100千円〕

・ 　地域コミュニティ施設等の長寿命化改修工事〔再掲〕

　　工事：(新)陽光地域コミュニティセンター 〔202,834千円〕

(新)　公園施設長寿命化計画の改定〔再掲〕 〔25,000千円〕

(新)　ライトライン軌道施設等長寿命化計画の策定に向けた取組の実施〔再掲〕 〔10,000千円〕

６　施策・事業の再構築などによる事務事業の見直し

・ 　P.60～61参照

財源確保額 2,173,937 千円

歳入 110,566 千円

(歳入 119,273 千円)

歳入 8,942 千円

(歳入 8,344 千円)
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◇ 一般会計予算の概要 －歳入－

区 分 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 増 減 増 減 比

自 主 財 源 136,112,998 千円 135,597,148 千円 515,850 千円 0.4 ％

市 税 103,793,000 千円 98,295,000 千円 5,498,000 千円 5.6 ％

依 存 財 源 110,437,002 千円 105,032,852 千円 5,404,150 千円 5.1 ％

地方消費税交付金 16,140,000 千円 14,200,000 千円 1,940,000 千円 13.7 ％

地 方 交 付 税 800,000 千円 3,500,000 千円 ▲ 2,700,000 千円 ▲ 77.1 ％

国 ・ 県 支 出 金 71,993,693 千円 67,660,652 千円 4,333,041 千円 6.4 ％

市 債 15,155,000 千円 13,946,200 千円 1,208,800 千円 8.7 ％

合 計 246,550,000 千円 240,630,000 千円 5,920,000 千円 2.5 ％

❏ 自主財源
・ 給与所得や企業収益などの増に伴う個人・法人市民税の増や，家屋の新増築などに伴う
固定資産税の増，特例措置の終了などに伴う都市計画税の増などにより，市税は初めて
1,000億円台に到達し，過去最大を更新

❏ 依存財源
・ 市税収入の増などに伴う地方交付税の減
・ 小中学校における給食費支援の拡充や，保育施設への給付費の増などに伴う国・県支出金の増
・ 消防通信指令システムの更新や駅西口大通り南地区市街地再開発事業の実施などに伴う市債の増

※表中に網掛けのない項目は当該項目の主要なものを示す
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◇ 一般会計予算の概要 －性質別歳出－

区 分 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 増 減 増 減 比

消 費 的 経 費 217,112,923 千円 211,701,771 千円 5,411,152 千円 2.6 ％

人 件 費 33,754,629 千円 32,407,322 千円 1,347,307 千円 4.2 ％

扶 助 費 74,955,174 千円 71,992,016 千円 2,963,158 千円 4.1 ％

公 債 費 14,112,569 千円 13,861,856 千円 250,713 千円 1.8 ％

物 件 費 37,962,762 千円 37,713,756 千円 249,006 千円 0.7 ％

補 助 費 等 23,003,245 千円 21,050,323 千円 1,952,922 千円 9.3 ％

投 資 的 経 費 29,437,077 千円 28,928,229 千円 508,848 千円 1.8 ％

普 通 建 設 事 業 29,411,576 千円 28,883,086 千円 528,490 千円 1.8 ％

合 計 246,550,000 千円 240,630,000 千円 5,920,000 千円 2.5 ％

❏ 消費的経費
・ 給与改定に伴う職員給与費の増，定年引上げに伴う退職手当の増による人件費の増
・ 保育施設への給付費の増，障がい者自立支援費の増などに伴う扶助費の増
・ 小中学校における給食費支援の拡充，維持管理経費の増による下水道事業会計への
負担金の増などに伴う補助費等の増

❏ 投資的経費
・ 消防通信指令システムの更新や北西部地域体育施設の整備などに伴う増

※表中に網掛けのない項目は当該項目の主要なものを示す
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◇ 一般会計予算の概要 －目的別歳出－

区 分 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 増 減 増 減 比

民 生 費 105,344,287 千円 101,438,849 千円 3,905,438 千円 3.9 ％

衛 生 費 18,458,191 千円 18,203,135 千円 255,056 千円 1.4 ％

土 木 費 27,058,816 千円 28,723,253 千円 ▲ 1,664,437 千円 ▲ 5.8 ％

消 防 費 9,317,389 千円 6,662,874 千円 2,654,515 千円 39.8 ％

教 育 費 22,231,100 千円 21,693,851 千円 537,249 千円 2.5 ％

そ の 他 64,140,217 千円 63,908,038 千円 232,179 千円 0.4 ％

合 計 246,550,000 千円 240,630,000 千円 5,920,000 千円 2.5 ％

❏ 民生費

・ 保育施設への給付費の増，障がい者自立支援費の増などに伴う増
❏ 消防費

・ 消防通信指令システムの更新などに伴う増
❏ 教育費
・ 児童生徒用１人１台端末の更新や小中学校における給食費支援の拡充などに伴う増

❏ 土木費
・ アークタウン宇都宮の整備完了や小幡・清住土地区画整理事業の進捗などに伴う減
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◇ 一般会計予算の概要 －市債－

区 分 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 増 減

市 債 発 行 額 15,155 百万円
13,946 百万円

（14,225 百万円）
1,209 百万円

建 設 事 業 債 15,155 百万円
13,946 百万円

（14,225 百万円）
1,209 百万円

元 金 償 還 額 12,998 百万円 13,095 百万円 ▲ 97 百万円

年 度 末 市 債 残 高 142,180 百万円 140,023 百万円 2,157 百万円

公 債 費 負 担 比 率 10.7 ％ 10.9 ％ ▲ 0.2 ポイント

・ 消防通信指令システムの更新や駅西口大通り南地区市街地再開発事業の実施などに伴い，
市債を計画的に活用

・ 公債費負担比率は前年度を下回る10.7％となる見込み

※令和７年度の（ ）内の金額及び元金償還額，年度末市債残高は３月補正後の見込み
※単位未満の位で四捨五入しているため，内訳と合計が一致しない場合等がある
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◇ 一般会計予算の概要 －基金－

区 分 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 増 減

基 金 取 崩 額 4,790 百万円
8,000 百万円

（8,987 百万円）
▲ 3,210 百万円

財 政 調 整 基 金 2,900 百万円
5,700 百万円

（6,687 百万円）
▲ 2,800 百万円

減 債 基 金 1,690 百万円
1,800 百万円

（1,800 百万円）
▲ 110 百万円

公共施設等整備基金 200 百万円
500 百万円

（500 百万円）
▲ 300 百万円

年 度 末 基 金 残 高 3,899 百万円 8,394 百万円 ▲ 4,495 百万円

財 政 調 整 基 金 3,390 百万円 6,225 百万円 ▲ 2,835 百万円

減 債 基 金 251 百万円 1,929 百万円 ▲ 1,678 百万円

公共施設等整備基金 258 百万円 240 百万円 18 百万円

・ 福祉サービスの充実による扶助費の増や，物価高騰に伴う人件費，補助費等の増などに対応しつつ，
子ども・子育て支援の充実など「未来への投資」を着実に実行するため，財政調整基金を活用

・ 公債費の増に対応するため，減債基金を活用
・ 公共施設等の長寿命化に対応するため，公共施設等整備基金を活用

※令和７年度の（ ）内の金額及び年度末基金残高は３月補正後の見込み
※単位未満の位で四捨五入しているため，内訳と合計が一致しない場合等がある
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◇ 特別会計予算の概要

区 分 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 増 減 増 減 比

国 民 健 康 保 険 47,106,717 千円 47,405,402 千円 ▲ 298,685 千円 ▲ 0.6 ％

介 護 保 険 40,306,536 千円 38,116,857 千円 2,189,679 千円 5.7 ％

後 期 高 齢 者 医 療 8,533,762 千円 7,828,660 千円 705,102 千円 9.0 ％

競 輪 34,150,929 千円 31,807,572 千円 2,343,357 千円 7.4 ％

土 地 区 画 整 理 事 業
（ 鶴 田 ２ ， 宇 大 ２ ， 岡 本 西 ）

2,948,417 千円 2,526,292 千円 422,125 千円 16.7 ％

そ の 他 598,372 千円 790,640 千円 ▲ 192,268 千円 ▲ 24.3 ％

合 計 133,644,733 千円 128,475,423 千円 5,169,310 千円 4.0 ％

❏ 国民健康保険特別会計
・ 被保険者数の減に伴う保険給付費の減などによる減

❏ 介護保険特別会計・後期高齢者医療特別会計
・ 高齢化の進行に伴う介護保険給付費や後期高齢者医療広域連合納付金の増などによる増

❏ 競輪特別会計
・ インターネット投票による車券発売収入の増などによる増

❏ 土地区画整理事業特別会計
・ 事業の進捗に伴う鶴田第２土地区画整理事業費の増などによる増
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◇ 企業会計予算の概要

区 分 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 増 減 増 減 比

水 道 事 業 24,922,972 千円 23,307,761 千円 1,615,211 千円 6.9 ％

下 水 道 事 業 34,971,969 千円 32,653,311 千円 2,318,658 千円 7.1 ％

中 央 卸 売 市 場 事 業 1,368,498 千円 1,231,906 千円 136,592 千円 11.1 ％

合 計 61,263,439 千円 57,192,978 千円 4,070,461 千円 7.1 ％

❏ 水道事業会計
・ 老朽配水管の更新や今市浄水場の設備更新などによる増

❏ 下水道事業会計
・ 老朽下水道管の改築・更新や下河原水再生センターの施設更新などによる増

❏ 中央卸売市場事業会計
・ 市場機能の維持・向上に向けた，関連商品売場Ｂ棟ほか３棟の解体工事などによる増

59



◇ 施策・事業の再構築などによる事務事業の見直し

部 名 財源確保額 主 な 内 容

行政経営部 67,433
・延長窓口の終了に伴う人件費の減 ▲16,000
・ 印刷製本に係る消耗品や各課郵送物の見直しによる郵送料の減 ▲4,122
・ 都市間連携イベント内容の精査による交付金の減 ▲4,400

総合政策部 461,105
・地方創生推進交付金の最大限活用による歳入の増 +268,240
・ 新設バス路線運行支援事業の精査による補助金の減 ▲87,911
・ デジタルサイネージ管理・運用の見直しによる補助金の減 ▲30,000
・ 女性活躍推進事業の発展的統合による委託料の減 ▲5,241

理財部 213,847 ・収入率の向上による市税収入の確保 +180,000
・ 事業所税未申告調査の強化による収入の確保 +30,000

市民まちづくり部 71,930 ・悠久の丘における残骨灰の取扱い方法見直しによる歳入の増 ＋42,774
・ 特殊詐欺撃退機器購入費補助金の精査 ▲2,190

保健福祉部 24,816 ・生活困窮者支援等のための地域づくりモデル事業の廃止による委託料の減 ▲2,722
・ ゴルフ場農薬検査の検査項目の見直しによる手数料の減 ▲1,500

子ども部 92,850
・東浦保育園民営化に伴う運営経費等の減 ▲63,786
・ 市単独補助金の内容精査による補助金の減 ▲10,422
・ 給食食材・調理済給食放射性物質検査の廃止による減 ▲2,267

環境部 16,465 ・家庭向け脱炭素化促進補助金の精査による補助金の減 ▲13,440

（単位：千円）
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◇ 施策・事業の再構築などによる事務事業の見直し

部 名 財源確保額 主 な 内 容

経済部 86,550
・新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策特別資金利子補給金の
新規受付終了に伴う交付件数の減 ▲43,000

・ 補助金の内容精査に伴う減 ▲21,929

魅力創造部 480,600
・ふるさと納税の確保による歳入の増 +360,858
・ 宇都宮駅東口における賑わい空間創出事業の見直しによる負担金の減 ▲4,718
・ 宇都宮エスペール賞の選考期間の見直し ▲1,970

建設部 8,210 ・橋りょう点検業務へのＡＩ技術導入による委託料の減 ▲2,400

都市整備部 20,706 ・住宅改修事業費補助金の制度見直しによる減 ▲20,706

消防局 12,940 ・更新車両の仕様の見直しによる減 ▲5,705

教育委員会 598,913
・長寿命化改修工事の実施ペースの見直しによる減 ▲276,344
・ １人１台端末の管理手法の見直しによる減 ▲32,529
・ 成人のつどいの実施手法の見直しによる減 ▲5,919
・ 給食食材・調理済給食放射性物質検査の廃止による減 ▲4,707

その他 17,572 ・浄化槽整備事業補助金の精査に伴う減 ▲17,285
・ 議員用タブレット端末の維持管理経費の減 ▲287

合計 2,173,937 ※令和7年度：588,210

（単位：千円）
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（注）計数等については，精査の結果，異同を生ずることがあります。 
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会　計　別  一  覧

(単位：千円，％)

246,550,000 240,630,000 5,920,000 2.5

133,644,733 128,475,423 5,169,310 4.0

1 国 民 健 康 保 険 47,106,717 47,405,402 ▲ 298,685 ▲ 0.6

2 介 護 保 険 40,306,536 38,116,857 2,189,679 5.7

3
母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 事 業

315,200 442,951 ▲ 127,751 ▲ 28.8

4 後 期 高 齢 者 医 療 8,533,762 7,828,660 705,102 9.0

5 競 輪 34,150,929 31,807,572 2,343,357 7.4

6 駐 車 場 59,388 124,493 ▲ 65,105 ▲ 52.3

7
鶴 田 第 ２
土地区画整理事業

875,734 677,090 198,644 29.3

8
宇 大 東 南 部 第 ２
土地区画整理事業

1,320,899 1,269,201 51,698 4.1

9
岡 本 駅 西
土地区画整理事業

751,784 580,001 171,783 29.6

10 育 英 事 業 223,784 223,196 588 0.3

61,263,439 57,192,978 4,070,461 7.1

　

収 益 的 支 出 11,436,796 11,001,864 434,932 4.0

資 本 的 支 出 13,486,176 12,305,897 1,180,279 9.6

収 益 的 支 出 17,236,594 18,072,134 ▲ 835,540 ▲ 4.6

資 本 的 支 出 17,735,375 14,581,177 3,154,198 21.6

収 益 的 支 出 1,368,497 960,684 407,813 42.5

資 本 的 支 出 1 271,222 ▲ 271,221 ▲ 99.9

441,458,172 426,298,401 15,159,771 3.6合 計

1,615,211

32,653,311

24,922,972水 道 事 業1

中央卸売市場事業

2 34,971,969

23,307,761

3

下 水 道 事 業

会 計 名

一 般 会 計

特 別 会 計

当初予算

136,5921,231,9061,368,498

令和８年度

企 業 会 計

令和７年度 比　　　　較

増減比

11.1

備　　考
当初予算 増　　減

7.12,318,658

6.9
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一  般  会  計  （ 歳 入 ）

136,112,998 55.2 135,597,148 56.4 515,850 0.4

市 税 103,793,000 42.1 98,295,000 40.8 5,498,000 5.6

分担金及び負担金 1,432,093 0.6 1,118,810 0.5 313,283 28.0

使用料及び手数料 3,020,581 1.2 2,962,293 1.2 58,288 2.0

財 産 収 入 448,509 0.2 460,482 0.2 ▲ 11,973 ▲ 2.6

寄 附 金 1,641,137 0.7 1,120,062 0.5 521,075 46.5

繰 入 金 5,864,233 2.4 8,561,728 3.6 ▲ 2,697,495 ▲ 31.5

繰 越 金 500,000 0.2 500,000 0.2 0 0.0

諸 収 入 19,413,445 7.9 22,578,773 9.4 ▲ 3,165,328 ▲ 14.0

110,437,002 44.8 105,032,852 43.6 5,404,150 5.1

地 方 譲 与 税 1,363,309 0.6 1,395,000 0.6 ▲ 31,691 ▲ 2.3

利 子 割 交 付 金 325,000 0.1 100,000 0.0 225,000 225.0

配 当 割 交 付 金 734,000 0.3 594,000 0.2 140,000 23.6

株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

1,245,000 0.5 1,079,000 0.4 166,000 15.4

法人事業税交付金 1,562,000 0.6 1,519,000 0.6 43,000 2.8

地 方 消 費 税
交 付 金

16,140,000 6.5 14,200,000 5.9 1,940,000 13.7

ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

119,000 0.1 122,000 0.1 ▲ 3,000 ▲ 2.5

環 境 性 能 割 交 付 金 － － 211,000 0.1 ▲ 211,000 皆減

国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

138,000 0.1 138,000 0.1 0 0.0

地 方 特 例 交 付 金 782,000 0.3 488,000 0.2 294,000 60.2

地 方 交 付 税 800,000 0.3 3,500,000 1.5 ▲ 2,700,000 ▲ 77.1

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

80,000 0.0 80,000 0.0 0 0.0

国 庫 支 出 金 51,068,553 20.7 49,163,908 20.4 1,904,645 3.9

県 支 出 金 20,925,140 8.5 18,496,744 7.7 2,428,396 13.1

市 債 15,155,000 6.1 13,946,200 5.8 1,208,800 8.7

246,550,000 100.0 240,630,000 100.0 5,920,000 2.5

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。

歳 入 合 計

自 主 財 源

依 存 財 源

(単位：千円，％)

区 分
令 和 ７ 年 度令 和 ８ 年 度 比　　　　較

当初予算 構成比当初予算 構成比 増　　減 増減比
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一  般  会  計  （ 歳 出 ： 性 質 別 ）

217,112,923 88.1 211,701,771 88.0 5,411,152 2.6

122,822,372 49.8 118,261,194 49.2 4,561,178 3.9

人 件 費 33,754,629 13.7 32,407,322 13.5 1,347,307 4.2

扶 助 費 74,955,174 30.4 71,992,016 29.9 2,963,158 4.1

公 債 費 14,112,569 5.7 13,861,856 5.8 250,713 1.8

94,290,551 38.3 93,440,577 38.8 849,974 0.9

物 件 費 37,962,762 15.4 37,713,756 15.7 249,006 0.7

維 持 補 修 費 2,661,348 1.1 2,301,465 1.0 359,883 15.6

補 助 費 等 23,003,245 9.3 21,050,323 8.7 1,952,922 9.3

積 立 金 695,091 0.3 796,843 0.3 ▲ 101,752 ▲ 12.8

出 資 金 244,628 0.1 783,217 0.3 ▲ 538,589 ▲ 68.8

貸 付 金 16,112,807 6.5 17,042,461 7.1 ▲ 929,654 ▲ 5.5

繰 出 金 13,510,670 5.5 13,652,512 5.7 ▲ 141,842 ▲ 1.0

予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.0 0 0.0

29,437,077 11.9 28,928,229 12.0 508,848 1.8

29,411,576 11.9 28,883,086 12.0 528,490 1.8

補 助 事 業 13,941,838 5.6 14,125,184 5.9 ▲ 183,346 ▲ 1.3

単 独 事 業 15,469,738 6.3 14,757,902 6.1 711,836 4.8

4 0.0 4 0.0 0 0.0

25,497 0.0 45,139 0.0 ▲ 19,642 ▲ 43.5

246,550,000 100.0 240,630,000 100.0 5,920,000 2.5

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。

投 資 的 経 費

消 費 的 経 費

義 務 的 経 費

そ の 他 の 経 費

増　　　減 増減比

歳 出 合 計

(単位：千円，％)

区 分
令 和 ７ 年 度令 和 ８ 年 度 比　　　　較

当初予算 構成比

普通建設事業費

災害復旧事業費

県営事業負担金

当初予算 構成比
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一  般  会  計  （ 歳 出 ： 目 的 別 ）

1 議 会 費 953,957 0.4 971,952 0.4 ▲ 17,995 ▲ 1.9

2 総 務 費 20,020,255 8.1 20,111,449 8.4 ▲ 91,194 ▲ 0.5

3 民 生 費 105,344,287 42.7 101,438,849 42.2 3,905,438 3.9

4 衛 生 費 18,458,191 7.5 18,203,135 7.6 255,056 1.4

5 労 働 費 73,727 0.0 71,728 0.0 1,999 2.8

6 農 林 水 産 業 費 1,953,929 0.8 2,000,159 0.8 ▲ 46,230 ▲ 2.3

7 商 工 費 26,924,150 10.9 26,790,527 11.1 133,623 0.5

8 土 木 費 27,058,816 11.0 28,723,253 11.9 ▲ 1,664,437 ▲ 5.8

9 消 防 費 9,317,389 3.8 6,662,874 2.8 2,654,515 39.8

10 教 育 費 22,231,100 9.0 21,693,851 9.0 537,249 2.5

11 災 害 復 旧 費 4 0.0 4 0.0 0 0.0

12 公 債 費 14,112,765 5.7 13,862,009 5.8 250,756 1.8

13 諸 支 出 金 1,430 0.0 210 0.0 1,220 581.0

14 予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.0 0 0.0

246,550,000 100.0 240,630,000 100.0 5,920,000 2.5歳 出 合 計

令 和 ８ 年 度

構成比 増　　　減

(単位：千円，％)

区 分
令 和 ７ 年 度 比　　　　較

当初予算 構成比当初予算 増減比
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普　通  会  計  （ 歳 入 ）

136,703,990 55.0 136,365,288 56.4 338,702 0.2

103,793,000 41.8 98,295,000 40.6 5,498,000 5.6

3,020,581 1.2 2,962,293 1.2 58,288 2.0

620,887 0.2 659,771 0.3 ▲ 38,884 ▲ 5.9

5,793,664 2.3 8,491,488 3.5 ▲ 2,697,824 ▲ 31.8

19,730,021 7.9 22,912,473 9.5 ▲ 3,182,452 ▲ 13.9

3,745,837 1.6 3,044,263 1.3 701,574 23.0

111,680,705 45.0 105,875,332 43.6 5,805,373 5.5

1,363,309 0.6 1,395,000 0.6 ▲ 31,691 ▲ 2.3

1,562,000 0.6 1,519,000 0.6 43,000 2.8

16,140,000 6.5 14,200,000 5.9 1,940,000 13.7

800,000 0.3 3,500,000 1.4 ▲ 2,700,000 ▲ 77.1

51,714,353 20.8 49,606,408 20.5 2,107,945 4.2

20,928,443 8.4 18,498,524 7.6 2,429,919 13.1

15,749,600 6.4 14,344,400 5.9 1,405,200 9.8

3,423,000 1.4 2,812,000 1.1 611,000 21.7

248,384,695 100.0 242,240,620 100.0 6,144,075 2.5

普　通  会  計  （ 歳 出 ）

216,729,291 87.3 211,543,520 87.4 5,185,771 2.5

123,552,343 49.8 119,018,315 49.1 4,534,028 3.8

人 件 費 33,754,810 13.6 32,407,322 13.4 1,347,488 4.2

扶 助 費 74,955,174 30.2 71,992,016 29.7 2,963,158 4.1

公 債 費 14,842,359 6.0 14,618,977 6.0 223,382 1.5

93,176,948 37.5 92,525,205 38.3 651,743 0.7

31,655,404 12.7 30,697,100 12.6 958,304 3.1

31,629,903 12.7 30,651,957 12.6 977,946 3.2

補 助 事 業 15,233,438 6.1 14,113,604 5.8 1,119,834 7.9

単 独 事 業 16,396,465 6.6 16,538,353 6.8 ▲ 141,888 ▲ 0.9

4 0.0 4 0.0 0 0.0

25,497 0.0 45,139 0.0 ▲ 19,642 ▲ 43.5

248,384,695 100.0 242,240,620 100.0 6,144,075 2.5

＊

県 営 事 業 負 担 金

そ の 他 依 存 財 源

普通会計とは，一般会計，特別会計といった各会計で経理する事業の範囲が地方自治体ごとに異なっているため，全国の地方
自治体を統一的な基準で比較できるようにした統計上の会計です。本市では，一般会計と母子父子寡婦福祉資金貸付事業，土
地区画整理事業及び育英事業の特別会計によって構成されています。

(単位：千円，％)

投 資 的 経 費

構成比

歳 出 合 計

比　　　　　　較

増減比

普 通 建 設 事 業 費

構成比

そ の 他 の 経 費

災 害 復 旧 事 業 費

令 和 ８ 年 度

(単位：千円，％)

当初予算 構成比

比　　　　　　較

増減比増　　　減

地方消費税交付金

法人事業税交付金

区 分
令 和 ７ 年 度

当初予算当初予算

令 和 ７ 年 度

地 方 交 付 税

諸 収 入

当初予算 構成比

依 存 財 源

市 税

財 産 収 入

増　　　減

県 支 出 金

義 務 的 経 費

令 和 ８ 年 度

自 主 財 源

区 分

使用料及び手数料

そ の 他 自 主 財 源

繰 入 金

消 費 的 経 費

歳 入 合 計

国 庫 支 出 金

市 債

地 方 譲 与 税
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（単位：百万円）

140,023 15,155 ▲ 12,998 142,180 2,157

建 設 事 業 債 113,200 15,155 ▲ 9,703 118,652 5,452

臨 時 財 政 対 策 債 25,358 0 ▲ 3,142 22,215 ▲ 3,142

減 収 補 塡 債 等 1,465 0 ▲ 152 1,312 ▲ 152

9,445 595 ▲ 838 9,202 ▲ 243

鶴 田 第 ２
土 地 区 画 整 理 事 業

1,312 233 ▲ 143 1,403 90

宇 大 東 南 部 第 ２
土 地 区 画 整 理 事 業

4,817 204 ▲ 347 4,674 ▲ 143

岡 本 駅 西
土 地 区 画 整 理 事 業

2,726 144 ▲ 174 2,696 ▲ 30

（普通会計　計） 148,878 15,736 ▲ 13,662 150,952 2,074

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 事 業

590 14 ▲ 174 430 ▲ 161

69,298 13,736 ▲ 5,400 77,634 8,336

水 道 事 業 26,673 6,261 ▲ 1,926 31,008 4,335

下 水 道 事 業 39,674 7,475 ▲ 3,474 43,675 4,001

中 央 卸 売 市 場 事 業 2,951 0 0 2,951 0

218,766 29,486 ▲ 19,236 229,015 10,250

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）

6,225 ▲ 2,900 65 3,390 ▲ 2,835

1,929 ▲ 1,690 12 251 ▲ 1,678

240 ▲ 200 218 258 18

8,394 ▲ 4,790 295 3,899 ▲ 4,495

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。

市債の状況

区 分
令和７年度 令和８年度 年度末残高

年度末残高 発行額 元金償還額 年度末残高 増　　　減

一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

全 会 計 計

基金の状況

令和８年度 年度末残高

年度末残高 取崩額 積立額 年度末残高 増　　　減

令和７年度

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

公 共 施 設 等 整 備 基 金

合 計

区 分
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　　　１　予算規模・市税収入・基金残高・市債残高の推移（一般会計）

注） 1.予算規模及び市税収入は当初予算額

2.基金残高，市債残高は決算額（令和７年度は３月補正後の見込み，令和８年度は当初予算額）

3.基金残高は，財政調整基金，減債基金及び公共施設等整備基金の合計額

財政指標の推移

H2 9 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

予算規模 201 ,50 0 221 ,80 0 216 ,50 0 213 ,00 0 229 ,14 0 224,60 0 218 ,980 229,65 0 240 ,630 246 ,55 0

市税収入 93,694 92,856 94,681 92,356 84,703 91,573 93,911 93,642 98,295 103 ,79 3

基金残高 27,954 29,880 25,010 21,940 25,152 22,773 19,307 15,053 8,394 3,899

市債残高 102 ,50 6 98,965 99,757 106 ,48 5 119 ,94 6 135,45 0 135 ,675 134,36 5 140 ,023 142 ,18 0

        0
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   80,000

  100,000

  120,000

  140,000
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  220,000

  240,000

（単位 百万円）

予算規模

市債残高

市税収入

基金残高
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２　経常収支比率・自主財源比率・公債費負担比率の推移（普通会計）

注） 1．

2．

3．

4． 令和７年度及び令和８年度は推計値

公債費負担比率： 公債費に充当された一般財源が，一般財源総額に占める割合

人件費や公債費など経常的に支出される経費（経常経費）の一般財源が，市税などの経常的

に収入される一般財源（経常一般財源）に占める割合

市税などの自主財源が，歳入総額に占める割合

経常収支比率：

自主財源比率：

92.7 92.0
94.0

91.8

86.6

92.1
93.7

96.4 96.8 95.5

62.6 
59.8

56.5

45.0 

49.8
51.3

56.8
56.2 56.4

55.0

12.8 12.1 12.1 11.3
10.0 9.7 9.7 9.7

10.9 10.7
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H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

（％）

経常収支比率 (注1)

【本市の目標：80％台】

自主財源比率 (注2)

【本市の目標：70％以上】

公債費負担比率 (注3)

【本市の目標：15％以内】
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